様式第１号（第２条関係）

	申請者の資力及び信用に関する申告書

高　山　市　長　　
都市計画法第３３条第１項第１２号に規定する申請者の資力及び信用について、次のとおり申告します。

年　　　月　　　日

申請者　住所氏名

（名称及び代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　）

	法令による登録
	
	設立年月日
	

	資　　産
	資　本　金
	
	払い込資本金
	

	
	主たる取引銀行
	

	
	前年度

納税額
	法人税又は所得税
	事　　業　　税
	固定資産税
	

	
	
	
	
	
	

	役員経歴

主たる
	職　　名
	氏　　　　名
	年齢
	在社年数
	資格・免許その他公職等

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	従　業　員　数
	事務職　　　　人
	技術職　　　　人
	計　　　　　　　　　人

	事業歴

宅地造成等の
	工事の名称
	工事施行者
	工　事　場　所
	面　　積
	施　工　年　度

	
	
	
	
	
	

	その他
	この事業に対する保証人など資力及び信用に関する特記事項


（注）　法人の場合は、その法人の登記事項証明書を添付してください。
個人の場合は、その本人の住民票抄本を添付してください。

様式第２号（第２条関係）

	工事施行者の能力に関する申告書

高　山　市　長

都市計画法第３３条第１項第１３号に規定する工事施行者の工事施行能力について、次のとおり申告します。

年　　　月　　　日

申請者　住所氏名

（名称及び代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　）

	法令による登録
	
	設立年月日
	

	
	
	資　本　金
	

	
	
	主たる取引銀行
	

	建設業法第２６条に
よる主任技術者
	住所

氏名　　　　　　　　　　　　　　（電話　　　　　　　　　　　　）

	従業員数
	事　務
	技　術
	労　務
	前年度
納税額
	法人税又は

所得税
	事業税
	固定資産税

	
	
	
	
	
	
	
	

	関係する者の職歴

申請事業者に直接
	職　　　名
	氏　　　名
	年　齢
	在社年数
	資格・免許学歴その他

	
	
	
	
	
	

	の事業歴

宅地造成等
	工事の名称
	工　事　場　所
	面　積
	施　工　年　度

	
	 
	
	
	

	上記のとおり相違ありません。

　　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　工事施行者　住所氏名

　　　　　　　　　　　　　（名称及び代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


（注）　法人の場合は、その法人の登記事項証明書を添付してください。

個人の場合は、その本人の住民票抄本を添付してください。
様式第３号（第２条関係）

　（第１面）
設　計　説　明　書

	工　事　名
	
	施行地面積
	　㎡

	設計の方針
	１　事業の目的

２　土質の状況とその整理の方針

３　設計上特に留意した事項

	土地の現況
	区　分
	宅　地
	農　　地
	山　林
	そ の 他
	小　　計
	公共用地
	計

	
	面　積
	
	
	
	
	
	
	㎡

	
	割　合
	
	
	
	
	
	
	％

	利用計画

土地の
	区　分
	宅　　地
	公共施設用地
	その他用地
	計

	
	面　積
	
	
	
	　　㎡

	
	割　合
	
	
	
	　　％


※　土地の面積は、土地求積図面積を記載してください。

	公共施設の整備計画
	区分
	幅　員
	延　　長
	面　　積
	割合
	管理者と
なるべき者
	土地の帰属
	※　備　考

	
	道路施設
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	区　　　　分
	規　　　模
	割　合
	管理者と

なるべき者
	土地の帰属
	備　　考

	
	公園緑地施設
	ヶ所
㎡
	
	
	
	

	
	給水施設
	ｍ
㎡
	
	
	
	

	
	排水施設
	ｍ

㎡
	
	
	
	

	
	汚水処理施設
	㎡
	
	
	
	

	
	その他の施設
	
	
	
	
	

	
	


（第２面）
※　備考欄には、新旧対照図番号を記入してください。
様式第４号（第２条関係）

	開発行為施行に関する同意状況調査書

高　山　市　長
　　　　　年　　月　　日付けで、申請した都市計画法第２９条第　　項の許可申請にあたり、当該開発区域内の土地について、次のとおり同意を得ています。

　　　　　　　　年　　　月　　　日

申請者　住所氏名

（名称及び代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞



	権　利　の　内　容
	総　　　　　　数
	同意を得た数
	同意を得られない数

	
	人　員
	面　　　積
	人　員
	面　　　積
	人　員
	面　　　積

	土地
	所　　有　　権
	人
	㎡
	人
	㎡
	人
	㎡

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	永　小　作　権
	
	
	
	
	
	

	
	地　　上　　権
	
	
	
	
	
	

	
	賃　　借　　権
	
	
	
	
	
	

	
	質　　　　　権
	
	
	
	
	
	

	
	抵　　当　　権
	
	
	
	
	
	

	
	先　取　特　権
	
	
	
	
	
	

	
	そ　　の　　他

（　　　　　　）
	
	
	
	
	
	

	小　　　　　計
	
	
	
	
	
	

	工作物
	所　　有　　権
	
	
	
	
	
	

	
	賃　　借　　権
	
	
	
	
	
	

	
	質　　　　　権
	
	
	
	
	
	

	
	抵　　当　　権
	
	
	
	
	
	

	
	先　取　特　権
	
	
	
	
	
	

	
	そ　　の　　他

（　　　　　　）
	
	
	
	
	
	

	（注）　この調査書には、当該土地の全部について記入のこと。同意を得た者については、契約書又は同意書の写しを添付すること。また、公共用地の予定地については、特に公共用地としての使用に同意する旨を明らかにすること。


様式第５号（第２条関係）

	工事設計者の資格に関する調査書

高　山　市　長
都市計画法第３１条に規定する設計者の資格について、次のとおり都市計画法施行規則第１９条第　　号　　に該当する有資格者であります。

　　　　　　年　　　月　　　日

申請者　住所氏名

（名称及び代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞



	ふ　り　が　な

氏　　　　　名
	年　　月　　日生

	現　　住　　所
	

	最　終　学　歴
	　　　　　　　　　　大学

　　　　　　　　　　　　　　　　　科　卒業　　　　　年　　　月
　　　　　　　　　　学校



	資　格　免　許
	

	実務経歴
	勤務先の名称
	職　　務　　の　　内　　容
	期　　間
	年　　数

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	設計経歴
	事　　業　　名
	工事施行者名
	場　　　　所
	面　　積
	期　　　間

	
	
	
	
	㎡
	

	上記のとおり相違ありません。

　年　　　月　　　日

設計者　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞ 


様式第６号（第３条関係）

（第１面）
	正
	副


	開発行為変更許可申請書

都市計画法第３５条の２第１項の規定により、開発行為の変更の許可を申請します。

年　　　月　　　日

高　山　市　長

申請者　住所氏名

（名称及び代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　）

	開発行為の変更の概要
	開発区域に含まれる

１

地域の地名、地番
	前
	（仮換地）

	
	
	後
	（仮換地）

	
	２　開発区域の面積
	前
	公簿　　　　　　　㎡　　　実測　　　　　　　㎡

	
	
	後
	公簿　　　　　　　㎡　　　実測　　　　　　　㎡

	
	３　予定建築物等の用途
	前
	

	
	
	後
	

	
	４工事施行者の住所氏名
	前
	（電話　　　－　　　　　　　）

	
	
	後
	（電話　　　－　　　　　　　）

	
	５　その他必要な事項
	

	開発許可の年月日

及び許可番号

（変更）
	　　年　　月　　日　　　　　　　　　　第　　　号

(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	変更の理由
	

	※　受　　　　付
	※　備　　　　　　考

	
	


　　　　※印欄は、記入しないでください。　　　　　　連絡先

　　　（注）裏面の記入方法を参照としてください。　　　（電話　　　　－　　　　　　）
（第２面）

開発行為変更許可申請書の記入方法

１　１欄から４欄の「前」「後」は、変更前、変更後の内容を対照させて記入してください。

２　１欄は、開発場所の地名地番（土地改良区域内・土地区画整理事業区域内であれば旧地番と仮地番）を記入してください。

３　２欄は、土地の登記事項証明書の地積及び実測面積を記入してください。

４　３欄は、予定建築物の用途、利用目的等を詳しく記入してください。
(1) 予定建築物の用途の中に工場（作業所）がある場合は、その業種、床面積及び動力の大きさ等を（　　）内に併記してください。

(2) 分譲住宅、賃貸住宅、従業員住宅等の場合は、区画数、棟数及び戸数まで併記してください。

（例）専用住宅、専用住宅（共同建　１棟１０戸）、専用住宅（長屋建　１棟４戸）

専用住宅（分譲住宅　１０区画　１０棟１０戸）

専用住宅（従業員住宅　３区画　３棟　３戸）、店舗（飲食店）併用住宅

工場（自動車修理・○○馬力・○○㎡）、倉庫（建築資材倉庫）等

５　４欄は、工事を直接行う者を記入し、自分で行うときは「直営」と記入してください。

６　５欄は、開発行為変更の内容を審査するにあたって参考となる事項を記入してください。

（例）農地法第５条許可申請中、森林法第１０条の２許可申請中等

７　「開発許可の年月日及び許可番号」欄は、変更許可がある場合は、変更許可の年月日及び許可番号も記入してください。

８　「変更の理由」の欄は、変更に至った具体的な理由を記入してください。（別紙可）

【注意事項】
１　開発行為の変更の概要（「その他必要な事項」を除く。）は、変更前の欄は全部記入し、変更後の欄は変更のある部分のみ記入してください。

２　添付する設計図書には、設計者の記名押印と併せて連絡方法（電話番号等）を併記してください。

３　開発許可書の写を添付してください。

４　※印欄は、記入しないでください。

５　この申請書は、正本１部及び副本１部を提出してください。

様式第７号（第４条関係）

（第１面）

	正
	副


	開発行為変更届出書

都市計画法第３５条の２第３項の規定に基づき、開発行為の変更について、次のとおり届け出ます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

　　　高　山　市　長

届出者　住所氏名

（名称及び代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　）

	開発行為の概要
	１
	開発区域に含まれる地域の地名、地番
	（仮換地）

	
	２
	開発区域の面積
	　公簿　　　　　　　　　㎡　　　実測　　　　　　　　　㎡

	
	３
	予定建築物等の用途
	

	
	４
	その他必要な事項
	

	変更に係る事項
	

	変更の理由
	

	
	

	開発許可の年月日
及び許可番号
（変更）
	年　　月　　日　　　　　　　　　　第　　　号

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	※　受　　付
	※　備　　　　　　考

	
	


※印欄は記入しないでください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話　　　　　　　　　　　　　　　）

（注）裏面の記入方法を参考にしてください。

（第２面）
開発行為変更届出書の記入方法

１　開発行為の概要のうち、１欄から３欄は、許可書に基づき記入してください。４欄は、参考となる事項（他の法令による届出等を要する場合には、その手続きの状況等）を記入してください。

２　「変更に係る事項」の欄は、変更前及び変更後の内容を対照させて記入してください。

３　「変更の理由」の欄は、変更に至った具体的な理由を記入してください。

４　「開発許可の年月日及び許可番号」の欄は、変更許可がある場合は、変更許可の年月日及び許可番号も記入してください。

【注意事項】

１　土地利用計画に変更がある場合は、土地利用計画平面図を添付してください。添付する設計図書には、設計者の記名押印と併せて連絡方法（電話番号等）を併記してください。

２　開発許可書の写しを添付してください。

３　※印欄は記入しないでください。

４　この届出書は、正本１部と副本１部を提出してください。

様式第８号（第６条関係）

	都市計画法第３７条第１号の規定による

建築又は建設の承認申請書

高　山　市　長

都市計画法第２９条第　項の規定による許可を受けて工事中の次の土地において、建築物を建築又は工作物を建設したいので都市計画法第３７条第１号の承認を申請します。

年　　月　　日

申請者　住所氏名

（名称及び代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　）


	開発許可番号及び
許可年月日
	　　　　　　　第　　　　号

年　　　月　　　日

	開発行為の許可を受けた者
	住所

氏名

	建築物又は工作物を開発
工事中に建築又は建設し
なければならない理由
	

	建築物又は工作物の内容
	

	
	

	建築物又は工作物の施行者
	住所

氏名

(名称及び代表者名)

	建築物又は工作物の施行期間
	　　　年　　月　　　日から　　　　年　　　月　　　日まで

	その他参考事項
	

	上記建築物又は工作物は、開発工事施行上支障ありません。

　　　　　　　　　年　　　月　　　日

開発行為の許可を受けた者　住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　　（名称及び代表者名）


連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　

様式第９号（第８条関係）

	正
	副


	建築物の敷地面積に対する建築面積の割合等についての特例許可申請書

高　山　市　長

都市計画法第４１条第１項の規定により、建築物の敷地面積に対する建築面積の割合等について制限が定められている次の土地について、次の建築物を建築したいので同条第２項ただし書の規定による許可を申請します。

　　　　　　　年　　　月　　　日

申請者　住所氏名

（名称及び代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　）

	申請地
	所在地

地　番

地　目

面　積　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

	建築物の規模、
用途、構造
	

	許可を受けよう
とする事項
	

	制限解除を必
要とする理由
	

	開発許可番号
許可年月日
	第　　　　　号

　　　年　　　月　　　日

	※　受　　　付
	※　備　　　　考

	 
	


※印欄は、記入しないでください。
　　　　　　連絡先

（電話　　　　　　　　　　　　　　　）

様式第１０号（第９条関係）

	正
	副


	建築物の新築、改築若しくは用途変更又は工作物の

新設許可申請書

高　山　市　長
都市計画法第４２条第１項ただし書の規定により、建築物の新築（改築・用途の変更）、工作物の新設の許可を申請します。

　　　　　　　年　　　月　　　日

申請者　住所氏名

（名称及び代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　）

	１
	建築物を建築し、若しくは工作物を建設しようとする土地又は改築若しくは用途変更しようとする建築物の存する土地の所在地番、地目及び面積
	

	２
	建築しようとする建築物若しくは建設しようとする工作物の用途又は用途変更後の建築物の用途
	

	３
	改築又は用途の変更をしようとする場合は既存の建築物の用途
	

	４
	開発許可の年月日及び許可番号
（　変　　　更　）
	　　　年　　月　　日　　　　　第　　　号

（　　　　　　　　　　　　　　　）

	５
	他の法令の許認可その他必要な事項
	

	※　受　　　付
	※　備　　　考
	※　許可番号年月日

	
	
	　　　　　　第　　　　　号

　　　　　　年　　月　　日


※印は記入しないでください。
連絡先

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　）

様式第１１号（第１０条関係）

	地位承継届出書

高　山　市　長

開発行為許可に関する地位を承継しましたので、高山市都市計画法施行条例第３条の規定により届け出をします。

　　　　　　　年　　　月　　　日

届出者　住所氏名

（名称及び代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　）

	許可番号及び年月日
	　　　　　　　　　第　　　号

　　　　　　年　　　月　　　日

	開発行為の許可を
受けた者の住所氏名
（名称及び代表者名）
	

	承継した日
	　　　年　　　月　　　日

	承継の理由
	

	※　受　　　付
	※　備　　　考
	※　開発登録簿登載

	
	
	

	
	
	年　　月　　日

登　　載


※　印は記入しないでください。

様式第１２号（第１１条関係）

	正
	副


	地位承継承認申請書

高　山　市　長

開発行為に関する工事の施行に関する権原を取得しましたので、都市計画法第４５条の規定により地位承継承認申請をします。

　　　　　　　年　　　月　　　日

申請者　住所氏名

（名称及び代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　）

	許可番号及び年月日
	　　　　　　第　　　　　　号

　　　　　年　　　月　　　日

	開発許可を受けた
者の住所氏名
（名称及び代表者名）
	

	承継する権限の内容
	

	承継年月日
	年　　　月　　　日

	
	

	その他参考事項
	

	※　受　　付
	※　備　　考
	※　開発登録簿登載

	
	
	　　　年　　月　　日

　　　　　　登　　載


※印は記載しないでください。
連絡先

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　　）

様式第１３号（第１２条関係）

（第１面）
開発登録簿
	※

開発許可番号及び年月日
	　　　第　　　　　号

年　　月　　日
	※

許可に基づく地位の承　継
	承継年月日
	　　　年 　月 　日

第　　　号

	開発許可を
受けた者の
住所氏名

名称及び
代表者名
	（電話　　　　　　　　　　　　）
	
	承継人の
住所氏名

名称及び
代表者名
	

	工事施行者の住所氏名

（名称及び代表者名）
	（電話　　　　　　　　　　　　　　　）

	予定建築物等の用途
	

	予定公共施設の種類
	道路、公園、下水道、緑地、広場、河川、水路、消防の用に供する貯水施設

	開発区域に含まれる
地域の名称及び面積
	公簿　　　　　　　㎡　　　実測　　　　　　　　㎡

	開発区域の区域、区分等
	都市計画区域

等の区分
	□区域区分の定めの
ない都市計画区域
□都市計画区域外
	用途地域
等の区分
	

	※

法第４１条第１項の
制限解除の内容
法第７９条の許可

等の条件
	

	※　法第４１条第２項
許可年月日及び番号
	年　　月　　日
第　　　　　号
	内容
	

	※　法第４２条第１項
許可年月日及び番号
	年　　月　　日
第　　　　　号
	内容
	

	※
工事完了
検　　査
	工事完了年月日
	年　　月　　日
	工事完了
検査年月日
	年　　月　　日

	
	検査済証交付
年月日及び番号
	年　　月　　日

第　　　　　号
	告示年月日

及び番号
	年　　月　　日

(高山市告示第　　号)

	そ　　の　　他
	

	変　　　　　更
	


（注）※印は、記入しないでください。

（第２面）
	土地利用計画図

　（開発区域の境界、公共施設の位置及び形状、予定建築物の敷地の形状）




様式第１４号（第１２条関係）

	開発登録簿写し交付申請書

高　山　市　長

開発登録簿の写し（　　　通）の交付を申請します。

　　　　　　　年　　　月　　　日

申請者　住所氏名

（名称及び代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　）

	開発区域の所在地
	

	写しを必要とする理由
	

	その他参考事項
	

	開発許可を受けた者の
住所氏名
（名称及び代表者）
	

	許可番号及び
許可年月日
	第　　　　　　　号

年　　　月　　　日

	工事完了年月日
	年　　　月　　　日

	交付年月日
	決裁欄
	担当
	合議
	課長
	

	
	
	
	
	
	

	　年　月　日
	
	
	
	
	

	開発登録簿の写しを交付してよろしいか。 
	受　　付


様式第１５号（第１４条関係）

	都市計画法による開発許可等の標識

	許可番号
許可年月日
	　　　　　第　　　　号

年　　　　月　　　　日

	開発許可を受けた者の

住所氏名
（名称、代表者名）
	電話

	工事設計者の住所氏名

（名称、代表者名）
	電話

	工事施行者の住所氏名

（名称、代表者名）
	電話

	現場責任者の住所氏名
	

	工事の概要
	

	工期
	年　　　月　　　日から

年　　　月　　　日まで


備考　この様式の寸法は、縦６０センチメートル以上、横１００センチメートル以上とする。

様式第１６号（第１５条関係）


	８．６　㎝



	
	
	（表　　　　面）

身　分　証　明　書

第　　　　号

所属

職名

氏名

　　　年　　　月　　　日生

都市計画法第８２条第１項の規定による立入検査を行う権限を有するものであることを証明する。

　　　　　　　年　　月　　日


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高山市長

有効期限（　　　　年　　月　　日限）
	

	６．０　㎝


	
	



様式第１７号（第１６条関係）

	適合証明書交付申請書

高　山　市　長
確認済証の交付を受けたいので、都市計画法施行規則第６０条の規定により下記の計画が都市計画法第　　条第　　項第　　号の規定に適合していることの証明書（　　　通）を交付願います。

　年　　月　　日

申請者　住所氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
法人にあつてはその

名称及び代表者名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	土地の所在、地番等
	所在、地番
	

	
	地目
	

	
	面積
	公簿　　　　　　　㎡　　　　　　　実測　　　　　　　㎡

	開発区域の
区域、区分等
	都市計画区域
等の区分
	□区域区分の定めのない都市計画区域

□都市計画区域外
	用途地域
等の区分
	

	予定建築物又は
特定工作物の概要
	用途
	

	
	建築面積
	㎡
	延べ面積
	㎡

	
	工事種別
	□新築（新設）　　　　□増築（増設）　　　　□改築

□移転　　　　　　　　□用途の変更　　　　　□仮設

	
	構造
	

	工事予定期間
	年　　　月　　　日から　　　　　　年　　　月　　　日まで

	当該許可等の番号
及び年月日
	第　　　号　　　　　　　　年　　　月　　　日

	その他参考事項
	

	※　受　　　付
	※　備　　　　　　　考

	
	


（注）※印欄は記入しないでください。
連絡先

電話（　　　　　　）　　　　－

(裏　　　　　　面)





都市計画法抜粋





（立入検査）


第８２条　国土交通大臣、都道府県知事若しくは指定都市等の長又はその命じた者若しくは委任した者は、前条の規定による権限を行うため必要がある場合においては、当該土地に立ち入り、当該土地若しくは当該土地にある物件又は当該土地において行われている工事の状況を検査することができる。


２　前項の規定により他人の土地に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書を携帯しなければならない。


３　前項に規定する証明書は、関係人の請求があったときは、これを提示しなければならない｡


４　第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。




















印











